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父母の別居・離婚後の共同養育を促進するための要望書 

 

父母の別居・離婚後も、引き続き共同して子の養育責任を持つことが子の願いであり、子の健

全な精神の発達にかけがえのないものであることを鑑みて、共同養育を促進するために、下記

についてお願い申し上げます。 

  

〇共同養育支援議員連盟で策定頂きました「総合的対応パッケージ案」の周知と早期の実施 

・相談支援の充実等 

・変容を望む被害者支援・加害者対応 

・住民票写しの交付制限等の支援措置に係る適正手続等 

・「継続性の原則」からの脱却 

・対面しない交渉機会（タッチポイント）の確保 

・親子交流等の円滑化 

・子の最善の利益の徹底 

 

また、「総合的対応パッケージ案」の項目内容に追加となる下記についてご検討頂きますよう

お願い申し上げます。 

 

１．相談支援の充実等 

  親子交流の定めなく未成年の子（以下、子とします）を連れた別居が行われたり居所を締

め出されたりするか、定めがあったとしてもその定めが守られないなどがあった後、子の居

所が不明な場合や親子交流を絶たれた場合の救済措置、罰則を定めること 

 

２．親子交流等の円滑化 

「離婚届受付の際の親子交流等の情報を得られる仕組み」に関し、 

 （１）父母の別居・離婚後の子の養育の現状、共同して養育責任を持つことを困難とする問

題点および課題について関係機関および国民に継続的な周知 

（２）子と親族の互いの交流や情報にアクセスする権利を明文化し、子の年齢、互いの距離

などを考慮し、交流の内容や頻度、監護の割合、アクセスできる情報など取決めに必要

な事項を定める「共同養育計画ガイドライン」の策定 

 （３）離婚届受付の際に、「離婚後養育講座」の受講や「共同養育計画」作成などにおいて専

門家のアドバイスを受けることができる体制の整備 

 （４）父母と子の継続的な関係の維持を促進するため、国や地方公共団体が施策実施におい

て密接な連携を図るための体制の整備 

以 上 
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「総合的対応パッケージ案」の項目内容に追加に関する要望の背景 
 
１．相談支援の充実等 

現行法制度において、一方の親に無断で不当に子を連れ出したり、一方の親を居所から

締め出したりした後、親子交流が絶たれることが増加しています。また、親子交流の取決

めがあっても、守られず、家庭裁判所の履行勧告や間接強制を何回も無視したりするケー

スが後を絶ちません。 

本来、これらの行為は、未成年者略取誘拐罪や虐待行為であることは、国会で所管部局

から答弁されている通りです。しかし、実際には、そのような運用がされておらず、安易

に同居親の感情だけで、親子交流が絶たれてしまっているケースが散見されるのが実情で

す。こうした行為から、子どもの最善の利益を確保するためにも、抑止力となるような罰

則規定や救済措置が必要と考えます。 

 
２．親子交流等の円滑化 

 
（１） 父母の別居・離婚後の子の養育の現状、共同して養育責任を持つことを困難とする

問題点および課題について関係機関および国民に継続的な周知 

 

    父母の別居・離婚後の親権制度について、「共同親権が主流だった欧米では近年、

ＤＶや虐待被害を重視し、共同養育から子どもの安全を優先する方向で法制度を見直

す動きが広がっている。」、親子交流については、「別居親が家庭裁判所に面会交流の

調停を申し立てた場合、特別の事情がない限り、実施が認められる」などと、欧米で

は共同親権の見直しが行われていること、国内では親子交流が問題なく行われている

とミスリードする内容の報道が行われるなど、欧米の制度や国内における親子交流等

の現状や課題が関係機関および国民に正確に伝えられていない現状があります。 

    民法改正において国民の正しい理解を得るため、また、地方公共団体等の関係機関

が共同養育支援を検討するためにも欧米の制度紹介とともに、国内で共同養育を促進

するための現状、課題と施策の方向性等について継続的な周知が必要と考えます。 

 

（２） 子と親族の互いの交流や情報にアクセスする権利を明文化し、子の年齢、互いの距

離などを考慮し、交流の内容や頻度、監護の割合、アクセスできる情報など取決め

に必要な事項を定める「共同養育計画ガイドライン」の策定 

 

親子だけでなく、祖父母を含む親族が互いに交流したり、情報にアクセスしたりす

る権利について民法には明文化されておらず、そのことが、司法関係者、行政、教育

機関、医療機関などが、子の引き離しを追認する運用をしてしまうことにつながって

います。結果として、世帯の孤立を生み、貧困、虐待、ヤングケアラーなど昨今の様々

な社会問題の要因となっていると言えます。 
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このような負の連鎖によって、最も不利益を被っているのは子どもであり、それら

を回避するためにも、親族が互いに交流したり、情報にアクセスしたりする取決めを

含めた必要な事項を定める「共同養育計画ガイドライン」の策定が必要と考えます。 

 

（３） 離婚届受付の際に、「離婚後養育講座」の受講や「共同養育計画」作成などにおい

て専門家のアドバイスを受けることができる体制の整備 

 

現在の協議離婚の運用では、離婚後の子の監護に関する取決めについて、するかし 

ないかのみならず、取決めの内容も任意であり、葛藤が少しでもある父母ほど、自身

の感情を優先してしまい、健全に子が成長するための子の養育にまで気持ちが行き届

かないという問題が顕在化しています。 

そのような父母にも、親として何を協力して行っていくべきかを冷静に判断させる

ためにも、「離婚後養育講座」の受講や「共同養育計画」作成などにおいて子の監護に

関する専門家のアドバイスを受けることができる体制が必要と考えます。 

 

（４） 父母と子の継続的な関係の維持を促進するため、国や地方公共団体が施策実施に

おいて密接な連携を図るための体制の整備 

 

国や地方公共団体は、養育費に関する様々な施策が策定され実行されている一方で、

子と父母との継続的な関係の維持等の促進に関しては、問題すら認知されていないこ

とが多く、認知されていても、養育費の施策の一部であったり、優先順位が低かった

りと、取り組みが進んでいるとは言い難い状況です。 

また、仮に法制審の現行たたき台のような法が改正され、色々な施策が策定されて

も、自治体の規模によっては取り組みが進めにくいなどが想定出来ることから、全国

の子どもが誰一人取り残されずに救済されるためにも、国や地方公共団体が施策を策

定し、実行するための密接な連携を図る体制の整備が必要と考えます。 

 
共同養育支援法 全国連絡会 
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